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独立行政法人住宅金融支援機構中期目標 

 

  独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条第１項の規定に基づき、独立行政法

人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目

標」という。）を定める。 

 

前文 

現在、我が国は、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会の到来が現実のものとなって

きたところであるが、国民一人一人が真に豊かさを実感でき、世界に誇れる魅力ある住生活を実

現するために、国民の多様な居住ニーズを満たす安全・安心で良質な住宅を適時・適切に選択

できる住宅市場の形成、高齢者が安心して暮らせる住まいと福祉サービス等の一体的な供給や

地球温暖化対策に関連した住宅の省エネ性能の向上等が求められている。 

機構は、第一期中期目標期間において、証券化支援業務の積極的な推進を図ってきたところ

であるが、第二期中期目標期間においても、こうした国民の多様な居住ニーズを満たす住宅市

場の形成等に配慮しながら、住宅の建設等を行う消費者又は事業者が、多様な選択肢の中から

金利情勢に応じて自由に住宅ローンを選択し、安定的に融資を受けることができる環境を整備す

るため、相対的に低利な長期・固定金利の住宅ローンが職業、性別、地域等による画一的な選

別なく、安定的に供給されるよう、証券化支援業務等を通じて一般の金融機関を支援するととも

に、官民の適切な役割分担の下に、災害復興、災害予防、都市居住再生等に係る直接融資によ

り補完することとする。あわせて、住宅取得後のローン利用者の課題に対応しつつ、円滑な返済

の継続の支援に的確に取り組むこととする。 

また、平成 22 年 12 月７日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方

針」（以下「事務・事業の見直しの基本方針」という。）の趣旨を踏まえ、政策的意義が高く、引き

続き機構で実施すべきとされた事業については、国の財政資金の効率的な活用を徹底し、機構

の効率的な経営を図るため、リスク審査を強化し、財務内容の健全化を進め、また、不要資産の

国庫返納を行うこと等により、不断の見直しを行うものとする。 

加えて、機構はより安定的な経営の実現に向けて、その財務内容の改善に努めることとし、ま

た、適正な業務運営を確保するため、金融業務の特性を踏まえ、信用リスク、ＡＬＭリスクをはじ

めとした各種リスク管理についての不断の努力を行うこととする。 

機構は、これらを通じ、国民の住生活の基盤となる住宅の建設等に必要な資金の円滑かつ効

率的な融通を図り、もって国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するとともに、自立的な経営

を実現することをその基本目標とする。 

 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成 24 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの５年間とする。 
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Ⅱ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

機構は、一般の金融機関による住宅の建設等に必要な資金の融通を支援又は補完するため

の次に掲げる業務を実施することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること。特

に、国民による良質な住宅の計画的な取得を支援する観点から、一般の金融機関により相対的

に低利な長期・固定金利の住宅ローンが安定的に供給されるよう、証券化支援業務を推進する

こと。 

業務の実施に際しては、住宅の建設等に必要な資金の需要及び供給の状況に応じて、一般

の金融機関との適切な役割分担を図るとともに、国及び地方公共団体が行う良好な居住環境を

整備するためのまちづくりその他の必要な施策に協力すること。 

とりわけ、東日本大震災への対応については、国及び地方公共団体との緊密な連携のもと、

住宅金融の側面から被災者の支援を行うこと。 

さらに、住宅・金融市場に関する調査研究を行い、その結果を各業務に活用すること。 

 

１． 証券化支援業務等の推進 

（１） 証券化支援業務 

①  長期・固定金利住宅ローンの安定的供給支援 

ア  省エネルギー、耐震性の向上、高齢社会、住宅の長寿命化等の住宅政策上の課

題に対応するため、住宅ローン債権の買取り又は特定債務保証（独立行政法人住

宅金融支援機構法（平成 17 年法律第 82 号）（以下「機構法」という。）第 13 条第１項

第２号に規定する特定債務保証をいう。以下同じ。）に関する基準等を定めるに当た

っては、住宅の質の確保・向上や既存住宅の流通の促進に配慮し、優良住宅取得

支援制度の更なる普及を図るなど、優良な住宅の取得促進を支援すること。 

イ  長期優良住宅制度、住宅性能表示制度等との連携により、業務運営の効率化を

図ること。 

ウ  証券化支援業務の対象となる住宅ローンの融資に際し、金融機関において職業、

性別、地域等による借入申込者の画一的な選別が行われないよう、金融機関との協

議等を通じ、適切な融資審査の推進に努めること。 

エ  証券化支援業務の手続の電子化等を推進することにより、消費者、住宅関連事

業者等の利便性の向上を図ること。 

オ  機構が金融機関から住宅ローン債権の買取りの申請を受けた日から仮承認の決

定をするまでの標準処理期間を引き続き設定し、当該申請に係る審査の質を維持し

つつ業務運営の効率化を図ること等により、その期間内に案件の８割以上を処理す

ること。 

カ  特定債務保証に係る証券化支援業務（保証型）については、民間金融機関等の

市場関係者のニーズを把握するよう努めるとともに、ニーズが顕在化した場合には

適宜適切に対応すること。 
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②  自主的な取組としての商品の見直し 

機構の主要業務である証券化支援業務については、繰越欠損金が発生している状

況にあることから、引き続き、業務改善に努める必要がある｡その際、証券化支援業務

の対象となる住宅ローンの金利構成要素のうち、機構の経費相当額の金利部分につい

ては、業務に係る経費率が低下しているにもかかわらず、機構発足後変更が行われて

いないことから、証券化支援業務の経営状況を勘案しつつ、機構の自主的な取組として、

優良な住宅ストックの形成に資するよう、機構の経費相当額の金利の引下げの検討を

含め商品の見直し等を行うこと｡ 

③  安定的かつ効率的な資金調達 

ア  住宅ローン債権の買取りに必要な資金を、最も安定的、かつ、効率的に調達する

よう努めるとともに、ＭＢＳ市場に参入する投資家の範囲を拡大するため、ＭＢＳの

担保となる住宅ローン債権に係る情報を積極的に開示するなど、投資家への情報発

信を行い、併せて市場関係者等のニーズを踏まえながら、ＭＢＳの発行の多様化に

努めること。 

その際、倒産隔離の取扱いの観点も含め、財政負担の総合的な縮減を図る見地

から、引き続きＭＢＳの発行の枠組みのあり方を検討すること。 

イ  ＭＢＳ発行に要する引受手数料率は、ＭＢＳ発行の安定性及び効率的資金調達に

配慮しつつ、証券市場における最低水準を維持すること。 

④  経費率 

    証券化支援業務に係る毎年度の経費率（事務関係費、債券発行関係費等の年度合

計額の買い取った住宅ローン等の年間平均買取債権等残高に対する割合をいう。）に

ついて、中期目標期間の平均が 0.20％以下とするように努めること。 

⑤  調査研究 

    証券化支援業務の円滑な実施やその対象となる住宅ローンの商品性の向上を図る

ため、住宅・金融市場に関する調査研究を推進すること。 

（２） 住宅融資保険業務  

①  事務・事業の見直しの基本方針を踏まえて、次に掲げる業務を実施すること。 

      ア  証券化支援業務と連動して実施する必要のある事業等（フラット３５及び災害復興

住宅融資（東日本大震災分）に係るつなぎ融資・パッケージ融資、リバースモーゲー

ジ型融資、子会社の保証会社を持たない中小金融機関等が実施する融資に対する

付保）に係る住宅融資保険業務は、民間による代替が可能となるまでの措置として

行うこと。 

なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を行うこ

と。 

      イ  高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成 23 年法

律第 32 号）（以下「高齢者住まい法」という。）の成立を受け、サービス付き高齢者向

け住宅の入居一時金についての民間金融機関のリバースモーゲージを付保対象と
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する住宅融資保険業務を実施すること。 

②  保険金の支払等 

ア  機構が保険金の支払の請求を受けた日から保険金を支払うまで（保険金を支払

わない場合は、その決定をするまで）の標準処理期間を引き続き設定すること。 

イ  保険金を支払った保険事故に係る債権については、金融機関と連携しながら積極

的な回収に取り組むこと。（その際の目安として、保険金支払年度の翌年度末までの

回収実績率の年度ごとの平均値について第１順位債権 50％、第１順位以外債権

20％を達成するよう努めること。） 

ウ  保険契約者である金融機関のモラルハザードを防止するとともに、住宅融資保険

勘定における中長期的な収支の均衡を確保するため、付保割合等に応じた付保の

基準及び保険料率の設定に努めること。 

（３） 団体信用生命保険等業務 

①  証券化支援業務や住宅資金融通業務の対象となる住宅ローンの借入者が死亡した

場合等に相続人等に弁済の負担をさせることのないよう、団体信用生命保険等の活用

により住宅ローンに係る債務を充当・弁済する業務を行うこと。 

②  長期・固定金利の住宅ローンに対応した安定的な制度となるよう、適切な業務運営

を行うこと。 

 

２． 住宅資金融通業務等の実施 

（１） 事務・事業の見直しの基本方針を踏まえた事業の見直し等 

民業補完の趣旨及び事務・事業の見直しの基本方針を踏まえ、一般の金融機関では

融資を行うことが困難で、かつ、政策的に重要度の高い次に掲げる業務を実施すること。 

①  国民生活の安定を図るための、災害により滅失又は被災した住宅及び災害の防止・

軽減に資する住宅の建設等に必要な資金の融資業務を実施すること。 

②  高齢者住まい法の成立を受けサービス付き高齢者向け住宅として登録された賃貸

住宅への融資業務及び高齢者住宅の改良等に必要な資金の融資業務を実施するこ

と。 

③  賃貸住宅融資業務について、省エネ性能の高い住宅の供給に関連する賃貸住宅へ

の融資業務に限り、民間による代替が可能となるまでの措置として行うこと。   

  なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を行うこ 

と。 

④  都市居住の再生・改善を図るための、合理的土地利用建築物の建設等に必要な資

金の融資業務及びマンションの共用部分の改良に必要な資金の融資業務については、

権利調整が難しく、事業が長期化するマンション建替え事業等（市街地再開発事業・防

災街区整備事業、マンション建替え・リフォーム事業、重点密集市街地等における建替

え事業）について中小事業者が実施するものに限り、民間による代替が可能となるま

での措置として行うこと。 
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なお、当該業務については、民間による代替状況を踏まえ、見直しの検討を行うこ 

と。 

⑤  勤労者の計画的な財産形成を促進するための、勤労者財産形成促進法（昭和 46

年法律第 92 号）の規定による財形住宅に係る融資業務を実施すること。 

（２） 業務の実施 

①  住宅の質の確保・向上を図るために必要な事項に配慮した措置を講ずるとともに、

国及び地方公共団体が行う良好な居住環境を整備するためのまちづくりその他の必要

な施策に協力しつつ、業務に必要な資金を効率的に調達して業務を実施すること。ま

た、緊急性の高い災害復興に係る融資以外は、財政融資資金に依存しないこと。 

②  災害復興、災害予防等に係る融資以外の業務については、機構が融資の申込みを

受けた日からその決定をするまでの標準処理期間を引き続き設定し、当該融資の審査

の質を維持しつつ業務運営の効率化を図ること等により、その期間内に案件の８割以

上を処理すること。 

（３） 経費率 

直接融資業務（既往債権管理勘定の既融資を除く。）に係る毎年度の経費率（事務関

係費、債券発行関係費等の年度合計額の融資した住宅ローンの年間平均貸出債権残高

に対する割合をいう。）について、中期目標期間の平均が 0.40％以下とするように努める

こと。 

 

３． 東日本大震災への的確な対応 

東日本大震災への対応については、国及び地方公共団体との緊密な連携のもと、住宅金

融の側面から被災者への支援を行うこと。 

（１） 被災して住宅を取得等する方への対応 

災害復興住宅融資、災害復興宅地融資等の業務を適切に実施すること。 

（２） 返済中の被災者への対応 

被災者の状況に応じた返済方法の変更を適切に実施すること。 

また、「個人債務者の私的整理に関するガイドライン」（平成 23 年６月 17 日に開催され

た二重債務問題に関する関係閣僚会合でとりまとめられた二重債務問題への対応方針

を踏まえ、個人債務者の私的整理に関するガイドライン研究会により策定された個人債

務者の私的整理に関するガイドラインをいう。）等の手続に従い、適切な措置を講ずるこ

と。 

 

 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．組織運営の効率化 

住宅融資保険業務及び住宅資金貸付業務のうち事務・事業の見直しの基本方針において
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廃止することとされた業務に係る組織の合理化を進めること。 

支店については、機構の主要な業務が直接融資業務から証券化支援業務に変更され、支

店の業務内容が変化していることから、全国を 11 ブロックに分けている現在の支店体制につ

いて、業務量に応じた効率的・効果的な体制となるよう統廃合を含めた配置等の見直しを進め

ること。 

 

２． 一般管理費等の低減 

（１）   一般管理費（人件費、公租公課及び特殊要因を除く。）については、平成 23 年度に

比べ、中期目標期間の最終年度までに 15％以上削減すること。 

（２）   事務関係費については、民間機関における取組の状況を踏まえ、その縮減を徹底す

ること。特に、専門性を有する外部機関の能力を活用した方が効率的と考えられる債権

管理回収業務等の業務は、積極的に外部機関への委託を進めることにより、業務の効

率化及び組織体制の合理化を推進すること。 

 

３． 業務・システム最適化 

（１）   「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」（平成 17 年６月 29 日各府省情

報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づき策定した業務・システムに関する最適

化計画（以下「最適化計画」という。）を引き続き着実に実施すること。 

（２）   最適化計画におけるシステム調達方式の見直し及び徹底した業務改革の断行を継

続するとともに、最適化計画の趣旨を踏まえ策定する情報体系整備のための計画に基

づき、システムコスト削減、システム調達における透明性の確保及び業務運営の合理

化を実現すること。 

 

４． 入札及び契約の適正化 

国における公共調達の適正化に向けた取組等を踏まえ、外部機関への業務の委託等に

係る入札及び契約手続において、透明性及び公正な競争の確保、不正行為の予防等を推

進すること。 

 

５． 適切な内部統制の実施 

内部統制基本方針に基づき適切な内部統制を実施するとともに、機構において業務の内

部点検を定期的に実施すること。また、その結果を踏まえ、業務運営等の改善を図るととも

に、必要に応じ、ガバナンス向上の観点から内部統制基本方針の見直しを行うなど、ガバナ

ンス体制の充実を図ること。 

なお、第一期中期目標期間中に発生した事案に鑑み職員不祥事再発防止のためのコンプ

ライアンスの取組について、点検・検証を行い、必要に応じて、随時、取組方策の見直しを行

うこと。 

また、「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリ
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ティ対策を推進すること。 

 

６． 積極的な情報公開 

業務運営の透明性を確保するため、機構の業務等を紹介するディスクロージャー誌及び

ホームページの内容の充実を図ること等により、情報公開を積極的に推進すること。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

１． 収支改善 

（１）  既往債権管理勘定以外の勘定（財団法人公庫住宅融資保証協会（以下「保証協会」

という。）から承継した業務に係る経理を除く。）については、全体として、中期目標期間

の最終年度までに繰越欠損金を解消すること。 

また、繰越欠損金の発生要因等を分析し、損失の状況、処理方法等に関する情報を

公開すること。 

（２）  既往債権管理勘定について繰越欠損金の解消に向けて債権管理・回収を的確に行う 

こと。 

また、損失の状況、処理方法等に関する情報を公開すること。 

 

２． リスク管理の徹底等 

（１）   機構の各種リスクを的確に管理するとともに、これらを統合的に管理する機能を強化

すること。 

（２）   信用リスクに適切に対応するため、将来のデフォルト発生を極力抑制するよう与信審

査の厳格化を図るとともに、融資先のデフォルト率、住宅ローン債権の回収率等のモニ

タリングを行い、その結果を踏まえ、必要に応じ、買取型の証券化支援業務に係る提示

金利又は保証型の証券化支援業務に係る特定住宅融資保険料等の料率の見直しを

行うこと。 

（３）   金利リスク及び流動性リスクについては、住宅ローン債権の証券化を進めること等に

より的確に管理すること。 

  既往債権管理勘定にあっては、財政融資資金の償還を着実に行うため、将来におい

て生じる資産と負債のギャップへの対応策の検討を進め、必要な措置を講ずること。 

（４）   住宅ローン債権の回収業務を委託した外部機関の破綻リスクについて、適切に対応

すること。 

（５）   返済困難者に対する返済条件の変更等のきめ細やかな対応等により新規延滞発生

の抑制を図りつつ、担保不動産の任意売却等により延滞債権を削減するなど、的確な

債権管理を実施すること。 

（６）   既往債権管理業務については、平成 23 年度末のリスク管理債権の残高額について、

中期目標期間の最終年度までに 10％以上削減すること。 
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（７）   証券化支援業務については、中期目標期間の最終年度末時点における買取債権残

高額に対するリスク管理債権の残高額の比率を 3.6％以内に抑制すること。 

（８）   賃貸住宅融資業務については、中期目標期間の最終年度末時点における証書貸付

残高額に対するリスク管理債権の残高額の比率を 3.6％以内に抑制すること。 

（９）   保証協会から承継した独立行政法人福祉医療機構及び沖縄振興開発金融公庫の

住宅ローン債権については、債務の保証等を適切に実施すること。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

１． 人事に関する事項 

  （１）  業務運営の効率化により計画的な人員の抑制を図り、中期目標期間の最終年度まで

に常勤職員数について５％以上削減すること。 

  （２）  人件費（退職手当及び社会保険料を除く。）については、政府における総人件費削減

の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。 

  （３）  給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画

的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表すること。 

  （４）  専門性の高い業務において、必要に応じ、外部人材の活用を図るとともに、専門研修

の実施等により職員の専門性の向上を図ること。 

 

２． 機構法第 18 条第１項に規定する積立金の使途 

機構法第 18 条第１項の規定に基づき主務大臣の承認を受けた積立金は、同法第 13 条第

１項第 10 号に規定する団体信用生命保険等業務の運営の使途に充てること。 

 

３． 宿舎に関する事項 

「国家公務員宿舎の削減計画」（平成 23 年 12 月１日国家公務員宿舎の削減のあり方に

ついての検討会）を勘案し、借上宿舎を含めた宿舎戸数について、第三期中期目標期間中

に 40％程度の削減を実現するため、第二期中期目標期間において具体的な計画を策定す

ること。 


